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指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の改正の概要について 

 

栃木県保健福祉部高齢対策課 

１ 訪問介護 
① サービス提供責任者等の役割や任用要件等の明確化 

ア 訪問介護の現場での利用者の口腔に関する問題や服薬状況等に係る気付きについて、

居宅介護支援事業者等のサービス関係者に情報共有することについて、サービス提供責

任者の責務として明確化する。 

イ 訪問介護事業者は、居宅介護支援事業所のケアマネジャー等に対して、自身の事業所

のサービス利用に係る不当な働きかけを行ってはならない旨を明確化する。 

 

② 共生型訪問介護 
共生型訪問介護については、障害福祉制度における居宅介護、重度訪問介護の指定を

受けた事業所であれば、基本的に共生型訪問介護の指定を受けられるものとして基準を設

定する。 

※以下のサービスについても同様 

・共生型通所介護（障害福祉制度における生活介護、自立訓練、児童発達支援又は放課後

等デイサービスの指定を受けた事業所） 

・共生型短期入所生活介護（障害福祉制度における短期入所（併設型及び空床利用型に限

る。）の指定を受けた事業所）（★：介護予防サービスと共通） 

 

２ 訪問リハビリテーション 
① 訪問リハビリテーションにおける専任の常勤医師の配置の必須化（★） 

指定訪問リハビリテーションを実施するにあたり、リハビリテーション計画を作成する際に事

業所の医師が診療する必要があるため、事業所に専任の常勤医師の配置を求める。 

 

② 介護医療院が提供する訪問リハビリテーション（★） 
訪問リハビリテーションについては、介護療養型医療施設が提供可能であったことを踏ま

え、介護医療院においても提供することを可能とする。 

 ※通所リハビリテーション、短期入所療養介護についても同様 

 

３ 居宅療養管理指導 
① 看護職員による居宅療養管理指導の廃止（★） 

看護職員による居宅療養管理指導については、その算定実績を踏まえて廃止する（一定

の経過措置期間を設ける。）。 
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② 中山間地域等の要支援・要介護者に対する居宅療養管理指導の提供（★） 
「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」を導入する場合には、他の訪問系

サービスと同様に、通常の事業の実施地域を運営基準に基づく運営規程に定めることとする。 

 

４ 短期入所療養介護 
① 有床診療所等が提供する短期入所療養介護（★） 

一般病床の有床診療所については、医療法上「食堂」が施設基準とされていないため、一

般病床の有床診療所が短期入所療養介護を提供する場合は、食堂に関する基準を緩和す

る。 

 

５ 福祉用具貸与 
① 機能や価格帯の異なる複数商品の提示等（★） 

利用者が適切な福祉用具を選択する観点から、運営基準を改正し、福祉用具専門相談

員に対して、以下の事項を義務づける。 

・ 商品の特徴や貸与価格に加え、当該商品の全国平均貸与価格を利用者に説明すること 

・ 機能や価格帯の異なる複数の商品を利用者に提示すること 

・ 利用者に交付する福祉用具貸与計画書をケアマネジャーにも交付すること 

 

６ 特定施設入居者生活介護 
① 身体的拘束等の適正化（★） 

身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点から、運営基準に以下のとおり定める。 

・ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録すること。 

・ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

・ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

・ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

※介護医療院についても同様 

 

② 療養病床等から医療機関併設型の特定施設へ転換する場合の特例 
介護療養型医療施設又は医療療養病床から、「特定施設入居者生活介護（有料老人ホ

ーム等）と医療機関の併設型」に転換する場合について、以下の特例を設ける。 

ア サービスが適切に提供されると認められる場合に、生活相談員、機能訓練指導員、計画

作成担当者の兼任を認める。 

イ サービスに支障がない場合に限り、浴室、便所、食堂、機能訓練室の兼用を認める。 
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７ 介護老人福祉施設 
① 入所者の医療ニーズへの対応 

入所者の病状の急変等に備えるため、施設に対して、あらかじめ配置医師による対応そ

の他の方法による対応方針を定めなければならないことを義務づける。 

 

② 身体的拘束等の適正化 
身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点から、運営基準を以下のとおり見直す。 

・ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並び

に緊急やむを得ない理由を記録すること。 

・ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

・ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

・ 介護職員その他の従業者に対し身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施

すること。 

※介護老人保健施設及び指定介護療養型医療施設についても同様 

 








